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別紙

委員長　　　　開会宣言、あいさつ
議長　　　　　あいさつ

町長　　　　　あいさつ

委員長　　　　これより議事にはいります。　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
議案第３３号

委員長　　　　まず、本委員会に付託されました議案第33号長久手町税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第33号について執行部の説明を求めます。

税務課長　　　議案第33号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案33号に対する質疑等を行います。　　　　　　審議を深めるため、議案の概要の２改正の内容の項目に沿って行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

水野委員　　　(1)の個人住民税に公的年金からの特別徴収制度を導入することについて、特別徴収の対象者は何名くらいですか。　

税務課長　　　約2,000人です。介護保険の特別控除対象者と、148万円を超える年金収入がある方が対象になります。年金収入148万円以下の方は、住民税自体がかかりません。
水野委員　　　2,000人というのは、年金受給者の何％ですか。
税務課長　　　昨年の資料ですが、長久手町の年金受給者が2,453名、その内約400名が148万円以下ですので、約2,000人と計算しました。

水野委員　　　公的年金の特別徴収制度を導入するということで、いま国は長寿医療制度において年金からの天引きを見直す方向ですが、普通徴収にするとコストはどのくらいになりますか。　

税務課長　　　コストについてはまだ分かりませんが、制度の切り替えにつきましては国から事務費という形で補助が出ます。金額はまだ試算しておりません。
前田委員　　　年金は、現役の時は社会保険料という形で納めてきて、年齢に達すると給付を受けるようになる。国民健康保険、介護保険、長寿医療制度と、保険を保険で相殺するのは分かるが、住民税までやるのかと思っていた。2,000人くらいが対象になるという話だが、納税方法を選択制にはできないんですか。特別徴収は行政側のメリットはありますが、住民にとっては特にないのでは。徴収率そのものは上がる見込ですか。
税務課長　　　メリットとしましては、納税者にとっては、今まで普通徴収ですと年4回、平成21年度は年度途中ですので年5回、平成22年度からは年6回の徴収になり、その分1回の金額が少なくなります。役場にとっては、特別徴収は事業所単位ですので一括で収納が済みます。ただ口座振替の人にはそれほどメリットはないと思います。賦課の方は事務量が増えることは確かです。収納率は、天引きになるとまず100％近くになります。全体的にははじいておりません。
前田委員　　　選択制は考えていませんか。

税務課長　　　選択制については、基本的には特別徴収ですが、条文にある町長が認めた場合については臨機応変に対応します。　

前田委員　　　これから6回になるという話ですが、前もって年金から引かれる訳ですから、今まであった前納制度にはあたらないんでしょうか。
税務課長　　　前納者につきましては、1回で納めていたものが6回になりますが、特別徴収には前納制度がありませんので、前納扱いにはなりません。
前田委員　　　それは分かりますが、6回になれば理屈としては前もって引くわけでしょう。
税務課長　　　納期が6回に変わりますので前もって引くということはないです。8月までは前年度分を仮徴収して10月に新しい年度の税額が決定したらその分を差引いた残りを3回で割ります。前納とはニュアンスが違います。
前田委員　　　天引きということだと前もって引くのでは。
税務課長　　　賦課決定をしてから引きますので、会社勤めの方と同じで、前もってという認識はしておりません。おっしゃることは分かりますが、制度上はそうなっていません。
委員長　　　　特別徴収制度の導入後に普通徴収との選択があり得るかもしれないとおっしゃいましたが、納税者の選択の問題だと思います。年金からの天引きというのは、町の徴収の効率化と年金受給者の便宜を図る意味があると思います。2000年に介護保険料が天引きされ、2008年に後期高齢者、今度国民健康保険料もですね、そしてこの住民税となると、いわゆる消えた年金問題、年金の記録ミスなどがあいまいである現状で、天引きだけ導入するのは徴収する側の勝手な制度という批判がありますが、国はどう対応しているんでしょうか。
税務課長　　　まず、年金の天引きをされる方は65歳以上で、148万円以上の収入のある方です。すべての方ではありませんので介護保険とは違います。国の制度につきましては、この4月の国会で通って認められてきたものですから、これに合わせ各市町一斉に制度をふまえていくという形になると思います。
委員長　　　　十分な説明がなく、納税者に理解されていないのでは。

税務課長　　　条例可決後に、広報・ホームページ等で周知します。

委員長　　　　他にございませんか。ないようですので、2項目目に移ります。質疑及び意見はございませんか。ないようですので、次の３項目及び4項目目に移ります。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
前田委員　　　意見として、これは国と地方の問題だと思う。まず税源ありきで国と地方がきちんと話し合わなければならない。地方同士で地方税を持ち寄れという国の姿勢は言語道断であり、地方としてもっと声を上げなければならない。上位の法律が決まったからといって条例を変えるというのではなく、国に具申していかなくてはいけないと思うがどうですか。
副町長　　　　地方から当然言わなくてはならない問題ですので、町村会、市長会、知事会でそうした声を出されているという認識をしております。
前田委員　　　法律で決まったからこうして議案を出してきたというのは分かりますが、基本的に税体系としてナンセンスだと思う。ただひとつ申し上げたいのは、長久手町以外の自治体から勤めている職員もいますが、長久手町に世話になっているからふるさと納税を払わなくてはいけないという職場の雰囲気は、できるだけ抑えてほしい。気持ちで納税されるのは結構だが、長久手町の職員は仕事で町に貢献することを第一に考えてほしいという意見です。　
委員長　　　　ふるさと納税制度の導入に際して、当町はどのような対応を考えていますか。町に入ってくる寄付金より住民税の控除額の方が大きくなる可能性は。年間どれくらいの金額を予想していますか。事務負担は大きくなりませんか。
税務課長　　　これからの制度ですので、どれくらいになるか試算はできませんが、長久手町は町外の人が多いので、税収は少しは落ち込むだろうと思います。事務負担については、今も寄付金控除はありますので、システムのプログラム改正程度で、それほど事務量の増加にはならないと思います。寄付金を町が受ける場合につきましては、総務課かまちづくり協働課で対応されるのではないかと思います。

委員長　　　　既に他の市町ではふるさと納税がホームページに出ています。大阪でも橋下知事の施策に賛同した人が寄付したり、甲子園球児やタイガースファンを見込んでいろいろPRしている。自治体間の競争が激しくなると思うが、当町は前向きに取り組んでいけますか。
副町長　　　　そうした大阪のように特別なものは長久手にはないわけでして、また長久手に勤めている人が大半を過ごしているから町に納税をするという話もまだなんとも言えません。区画整理が70～80％施工され、町外から転入された方も多いですが、その人たちが町をどう見るかまだ傾向が出ていません。町としてはできるだけ出ていくほうは少なく、入る方は多くと、今後企画政策課と調整していきたいと思っております。
前田委員　　　そのためには町のメリット、魅力を出していかなければならないが、何か考えていますか。
副町長　　　　その段階には至っていません。これから検討します。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、５項目目に移ります。質疑及び意見はございませんか。６項目目についてはいかがですか。ありませんか。では次の７項目目。質疑及び意見のある委員は挙手を願います。
前田委員　　　背景を説明していただきたい。５月議会で特定株式に関わる軽減税率が廃止され、引き続いて上場株式ということですが、私の知る株屋さんに聞くと、株式市場のマイナスイメージが非常に強いと。日本株式は今、60％が外国人投資家で、日本人は40％。優遇政策を廃止すると、経過措置はあるようですが10％が20％になるわけですね。日本株式市場がこれだけ低迷している中で政府がそういうことをやると、日本人が引くのは分かるが外国人も魅力がないとどんどん手を引いてしまう。その勢いで商品市場に行ってしまうと、そういったことを説明されてました。そうした状況の中で政府がこの制度を進める背景はどのように説明されますか。
税務課長　　　政府の税制調査会からの答申等によりますと、金持ち優遇税制であることや、金融一体税制を目指し、各金融所得に対する税率をそろえる、という目的で制度化されたものです。
前田委員　　　日本人投資家40％の内、年収１,000万円以下の人が大体80％。ネットでやってる人は別にして、長期保有の人はそれくらいの収入の人が圧倒的多数です。そういう人たちのメリットをなくしてしまう。国も経済政策をやっているが本当に足を引っ張ることばかりしている。長久手だけ蹴っても町民は優遇税制を受けられないでしょうし、やむを得ないとは思うが、そういう背景があるということを把握しておいてほしい。
委員長　　　　金融所得に対する分離課税20％というのは、所得税の累進課税に比べて　　税率は有利になるんですか。
税務課長　　　一律で20％であって、地方税では累進課税をとっておりませんので、　　多い方も少ない方も20％、その内住民税５％、所得税15％になります。株の売買は分離課税になりまして、売却されると証券会社から県税という形で徴収され、県から町へ配分されます。本人が申告して納めるという形ではありません。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、固定資産税関係の１項目目について、
質疑及び意見があれば挙手を願います。ございませんか。なければ次の2項目目について、質疑及び意見ございませんか。
川合委員　　　一定の省エネ改修工事とはどういう範囲ですか。
税務課長　　　窓の改修工事、床・天井・壁の断熱改修工事、部屋を包む外側の工事という認識です。条件として必ず窓の改修は行うこと、窓の工事をせずに天井・床・壁を工事しても対象にはなりません。費用は30万円以上という条件です。
川合委員　　　分かりました。
前田委員　　　こうした省エネ改修工事を今後町の施設、学校に行うことについてはどう考えますか。

副町長　　　　鉄筋コンクリートの校舎ですので、何ができるのか今は分かりかねます。

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

水野委員　　　個人住民税の公的年金からの特別徴収については、昨年の税制改正で決定され、衆議院で地方税改正案として再議決されました。しかし公的年金の天引きについては長寿医療制度で政府与党で見直しされたところです。そのことから個人住民税の公的年金からの特別徴収についても今後見直しの可能性があることを申し上げ、賛成討論とします。

委員長　　　　他にございませんか。ないようですので、採決を行います。議案第33号長久手町税条例の一部を改正する条例について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第33号については原案のとおり可決することに決しました。　　

議案第３４号

委員長　　　　次に議案第34号長久手町都市計画税条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第34号について執行部の説明を求めます。

税務課長　　　議案第34号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案34号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第34号長久手町都市計画税条例の一部を改正する条例について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第34号については原案のとおり可決することに決しました。　

議案第３５号

委員長　　　　次に議案第35号長久手町自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例についてを議題といたします。議案第35号について執行部の説明を求めます。
安心安全課長　議案第35号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案35号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ございませんか。

前田委員　　　今の状況を見ますと、有料化もやむを得ないとは思うが、他の手段は考えられなかったんでしょうか。
安心安全課長　今回の有料化に合わせ、周辺での駐輪場以外での放置禁止区域の設定、また警察とも協議していますが周辺の駐車禁止を今後の対策として考えていきたいと思います。
前田委員　　　本会議で加藤議員からの質問に対し、ここだけの有料ではなくリニモ沿線も視野に入れているとの答弁がありましたが、本当にできるんですか。

安心安全課長　藤が丘駐輪場は今ひどい状況にあり、名古屋市が有料化した影響と推測されます。まずそれを名古屋市内とあわせて利用者に負担していただこうとするものです。ただその他のリニモ駅周辺については、現在の駐輪場の状況及び町の施策であるリニモの活性化のことを考えると、当面は無料でご利用いただきたいと考えています。
前田委員　　　先日新聞に、県が無料自転車の貸し出しをするという記事が載り、そんな中で有料化は無理かなと思っておりました。しかし住民から、リニモ駅周辺は無料なのになぜあそこは有料にするのか、という質問にどう答えたらいいか。単に自転車駐車場整備センターにおまかせすることにした、ということでは住民の方を向いていないという話が出てくると思いますが。　

安心安全課長　まず近くの住民の方々にご迷惑をかけていることがありますし、有料と無料があることについては、お近くの駅にとめ公共交通機関にお乗換いただきたいと思います。それから藤が丘駐輪場には置き自転車の割合が非常に多いので、長期休暇の期間だけでも学校に置いていただくとたくさんの方が利用していただけます。整備センター等の協力を得て、整理する必要があると考えました。

副委員長　　　運営委託、管理の期間の設定や見直しに対してどうお考えですか。　　　　　

安心安全課長　整備センターが管理する期間は名古屋市に合わせることがコスト的に１番安くなります。約18年間、平成39年3月31日までを予定しています。　

副委員長　　　それ以前にその財団法人に委託する、委託という言葉でいいですか。

安心安全課長　違います。
副委員長　　　これが委託ではないという説明をしてください。
安心安全課長　委託ではなく、町が土地をお貸しする、ということです。お貸しした土地を財団法人が自分のところで建設・管理・運営をします。協定や覚え書で最終年度は設定しますが、必要があれは協議して変更できます。

副委員長　　　変更見直しにかかる文言も入れておいてくださるということでよろしいですね。　　　　　
安心安全課長　そのとおりです。それから土地については無償でお貸しします。
副委員長　　　質疑でもありましたが、町の財布は痛まないですか。
安心安全課長　当初予算の時には一部負担金が発生するということでしたが、その後準備する中で、町からはお金を出さなくて済むということで進めております。

副委員長　　　歳入もないですか。
安心安全課長　ないです。
副委員長　　　お金の出入りは無く、駐車場の管理をするためだけの約束ということは、　　自前でNPOが育って、町内で委託できる体制が整えば元に戻すことも可能ですか。

安心安全課長　不可能ではないと思います。今回は、1,500台以上の藤が丘側駐輪場を一体的に管理する人件費等について大きなメリットがあります。申込受付、料金徴収、現場の管理がNPO法人でできるようになれば可能だと思います。
川合委員　　　今、藤が丘の駐輪場はどれだけ利用がありますか。　

安心安全課長　200％程です。実際137台収容と設定しまして、現在300台近く置いてあります。

川合委員　　　137台が倍になったということだが、利用者はみんな長久手の人ですか。置き自転車の話がありましたが、長久手の人がどれくらい置いていっていますか。
安心安全課長　細かくは分かりませんが、自転車に貼ってある販売店の所在地や単車のナンバープレートで見ますと、尾張旭、日進、瀬戸も含まれています。また貼ってある高校、大学のシールを見ても多岐に渡っています。　

委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので、次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので、採決を行います。議案第35号長久手町自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について原案のとおり賛成の委員の挙手を求めます。

挙手全員であります。よって議案第35号については原案のとおり可決することに決しました。　　　
　　　　　　
議案第３８号
委員長　　　　次に議案第38号国庫補助事業公共下水道築造工事その１請負契約の締結についてを議題といたします。議案第38号について、執行部の説明を求めます。

下水道課長　　議案第38号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第38号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。ございませんか。
なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。

続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第38号について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第38号は原案のとおり可決することに決しました。

議案第３９号
委員長　　　　次に議案第39号国庫補助事業公共下水道築造工事その２請負契約の締結についてを議題といたします。議案第39号について、執行部の説明を求めます。

下水道課長　　議案第39号について説明。

委員長　　　　説明は終わりました。これより議案第39号に対する質疑等を行います。

　　　　　　　質疑及び意見のある委員は挙手を願います。

前田委員　　　一般競争入札を郵便入札でされたんですが、今後下水道事業についてはずっとこういう形でやっていかれるんですか。

下水道課長　　一般競争入札試行要綱がありまして、5,000万円以上の工事が一般競争入札の対象となります。今後もそれに沿って行います。
前田委員　　　地元業者を育成する意味でも、あえて5,000万円という大きな工事にする必要はないのでは。

下水道課長　　下水道工事というのは、道路に穴を掘ったり通行止めにしたりと付近住民の方にご迷惑をかけます。ひとつの業者で行えば工事場所は一箇所ですが、分割にするとそれぞれの工事で通行止めなどが必要になります。また分割にすると経費も高くなりますので、基本的にひとつの工区で工事は1本とし、工期の関係で無理な場合は2本に分割して発注しています。

委員長　　　　郵便入札で名古屋の業者になったということで、落札率は81.3％、今までと比べるとかなりの低落札率ですが、郵便入札はいつから始まったか分かれば教えてください。
副町長　　　　正確な日付は分かりませんが、確か2年前から行っております。

委員長　　　　大体でいいです。名古屋の業者ですが、どのような実績がありますか。

　　　　　　落札率から見ると競争性が発揮されている一方、地元業者が生き残れないという意見も出ていましたが、執行部としては郵便入札をどのように考えていますか。
副町長　　　　郵便入札については、業者名を伏して予定価格を公表しています。競争性と公平性は保てると考えています。
委員長　　　　落札率が81.3％で、工事の品質確保は大丈夫ですか。　　
下水道課長　　昨年も国庫補助事業で落札率80％台のものがありましたが、何の問題もなく工事は完了しておりますので、心配はしておりません。
副町長　　　　品質確保につきましては、今年度から一部国庫補助事業で総合評価型という入札方式をとり、品質の確保と地域への貢献度を考慮に入れるいうことになっています。いずれ拡大していくと思いますが、きちんと監督し、品質低下にならないようにしたいと思います。
委員長　　　　他にございませんか。なければ、質疑及び意見は以上で終了いたします。
続いて討論採決を行います。最初に反対討論を行います。ございませんか。

ないようですので次に賛成討論を行います。ございませんか。

ないようですので採決を行います。議案第39号について原案のとおり可決することに賛成の委員の挙手を求めます。

　　　　挙手全員であります。よって議案第39号は原案のとおり可決することに決しました。

　　　　以上で本委員会に付託されました議案はすべて審議終了いたしました。

　　　　
（執行部退席）

　　　　次に、閉会中の継続調査についてお諮りいたします。

　　　　　　　委員のお手元に配布してあります継続調査申出事件一覧表のとおり、引き続き閉会中も継続して調査したいと思いますが、ご異議ありませんか。

　　　　　　（異議なしの声あり）

　　　　　　　ご異議ないものと認めます。継続調査申出事件一覧表を私から議長に申し出ておきますから、ご了承願います。

なお、委員長報告は委員長と副委員長に一任していただけますか。
（異義なしの声あり）

ご異議ないようですのでそのように取り計らいさせていただきます。以上で建設環境委員会を終了いたします。

午前１１時０９分閉会
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。

平成２０年６月１６日

建設環境委員会委員長　　じんの和子
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